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港湾の係留施設の信頼性設計法に関する研究

学位論文内容の要旨

  構造物に作用する荷重は変動性を有するが、これまで構造物の設計法として採用さ
れてきた許容応力度法においては、設計荷重は再現期待値などを考慮して求められた
ある一定位、すなわち確定値として取り扱っかわれている。例えぱ、港湾構造物の設
計においても、設計波高はある再現期間に対する波高の再現期待値を極値分布を用い
て求めており、設計においてはこれを確定値として取り扱っている。一方、構造物を
構成する一材訟らびにコンクリートなどの部材の強度にっいても、本来、ばらっきを
有するがこれらにっいても、ある信頼区間で定めた設計強度を用い、確定値として取
り扱って綬計計算を行なっている。このように許容応力度法による確定諭的設計では
上述した荷童および強度の不確実性による変動を直接考慮できないことから、これら
を考慮する信頼性設計法の導入が各分野で進められている。これ1ま、構造物の安全性
を破壊確率または安全性指標で評価するものである。
  近年、構造物の設計法としては、世界的に荷重係数設計法または限界状態設計法を
導入することが主流となっており、現在、我が国においても、構造物の設計法がこれ
らの方法による設計体系に移行しっっある状況にある。例えば、昭和61年制定のコン
クリ―ト示方書は、限界状態設計法の設計フォーマットに移行しており、これを受け
て各種の構遣物において設計基準の改訂作業が進められている。港湾コンクリ―ト構
造物の設〓ヤにおいても、限界状態設計法の導入作業が、現在実施されている。限界状
態設計法においては、荷重係数などの安全係数を用いて構造物の安全性を照査するが
、荷重係数は構造物の特性、荷重の変動性、構造物の重要度などを適切に評価して設
定されなけれぱならない。そこで、本論文では、港湾構造物の設計における主要な外
カである地震荷重、波浪荷重、風荷重の荷重係数を信頼性設計手法に基づいて、安全
性指標を用いる手法によって求め、提案する。次に、本論文では、構造物の最適安
全性にっいて考察する。21世紀に向けて我が国周辺においては、今後ますます海洋空
間の有効利用が促進され、各種の海洋施設の建設が進捗し、また、港湾施設もより大
水深海域に建綬されていくものと思われる。施設の建設地点が大水深海域になり、ま
た、施設が大規模になることにより、構造物の破壊による損害はこれまで以上に甚大
となり、また、破壊した場合の復旧もこれまで以上に困難になることが予想される。
しかしながら、構造物に対して高い安全性を確保し、構造物の破壊確率を小さくしよ
うとすれば、それに伴い構造物の断面が大きくなり、建設費用の増大にっながり、建



設プロジェクト自体の実現が困難とナょることもある。このように構造物の安全性と建
設費用の関係はトレードオフの関係にあるので、大水深海域に建設される港湾構造物
および海洋構造物の安全性の検討においては、これまで以上に、詳細な検討を行い、
設計に用いる遣切な荷重レベルを決めることが必要になる。そのための方法として、
耐用年数中の構造物の破壊確率を計算し、構造物の初期建設費、維持費、構造物の破
壊に伴って生ずる復旧費などと、構造物の供用による開発効果、破壊または損傷によ
る構造物の機能停止または機能低下に伴う負の経済効果などとを計算し、その双方を
考慮することによって、耐用年数中に要する総費用が最小となる、あるいは便益と費
用 の差 が最大 とな るよう 構造物を設計する手法を確立する必要がある。
  本論文においては、以上示したことを研究の目標として、第1章では本研究の目的
と既存の研究のレピューを行っている。
  第2章では、構造物の安全性を照査する際に必要となる荷重の耐用年数中における
最大値の確率分布、およびその平均値、変動係数を明らかにすることが必要であるの
で、その計算法を提示した。また、港湾構造物を設計する際に支配的な外カである地
震荷重、波浪荷重、風荷重について、我が国で取得されたデータに基づいて、耐用年
数中における最大荷重の平均値および変動係数の計算結果を示し、考察を行った。耐
用年数中の最大荷重の変動係数にっいては、地域的な差異がみられたことから地域特
性を考慮して検討する必要性を示した。
  第3章では、このようにして得らた耐用年数中の最大荷重の平均値および変動係数
を用いて既設の港湾構造物の安全性指標を計算し、これに基づいて目標とする安全性
指標を設定し、港湾構造物の限界状態設計法における地震荷重、波浪荷重、風荷重の
荷重係数を提案した。これらの数値は、コンクリート’標準示方書で提案されている数
値とおおむね同一でありたが、一部にやや大きいものがあることを明らかにした。
  第4章では、港湾の係留施設の安全性を破壊確率によって評価するための数値シュ
ミレーション手法にっいて述べた。本論文では単杭による接岸ドルフインを検討の対
象として取り上げ、耐用年数中の船舶の接岸荷重および係留中の荷重に対して、荷重
の繰り返し作用による単杭構造物の変位復元力特性の履歴特性を考慮し破壊確率を計
算する手法を一提案した。また、構造物の使用限界状態および疲労限界状態に関する検
討を行なうため、最大変位、残留変位および累積疲労損傷度の計算手法を提案した。
  第5章では、構遣物の建設に係わる構造物の初期建設費、維持貴、構造物の破壊に
伴って生ずる復1日晝などの費用および構造物の供用による開発効果、破壊による損失
などの便益を勘寮し、合理的な構造断面を設計する方法にっいて提案した。この手法
を用いて、原油タンカーパースおよび製品出入荷バースにおける接岸速度の設計値に
っいて費用便益分析による観点からの考察を行い、設計値の決定法に関する提案を
行った。
  第6章では、本研究の結諭をまとめた。
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港湾の係留施設の信頼性設計法に関する研究

  構造物に作用する荷重は変動性を有するが、これまで構造物の設計法として採用さ
れてきた許容応力度法においては、設計荷重は再現期待値などを考慮して求められた
ー方、構造物を構成する鋼材ならびにコンクリートなどの部材の強度についても、本
来、ぱらっきを有するがこれらについても、ある信頼区間で定めた設計強度を用い、
確定値として取り扱って設計計算を行なっている。このように許容応力度法による確
定論的設計では上述した荷重および強度の不確実性による変動を直接考慮できないこ
とから、これらを考慮する信頼性設計法の導入が各分野で進められている。これ1よ、
構 造 物 の 安 全 性 を 破 壊 確 率 ま た は 安 全 性 指 標 で 評 価 す る も の で あ る 。
  近年、構造物の設計法としては、世界的に荷重係数設計法または限界状態設計法を
導入することが主流となっており、現在、我が国においても、構造物の設計法がこれ
らの方法による設計体系に移行しつっある状況にある。港湾コンクリート構造物の設
計においても、限界状態設計法の導入作業が、現在実施されている。限界状態計算法
においては、荷重係数などの安全係数を用いて構造物の安全性を照査するが、荷重係
係数は構造物の特性、荷重の変動性、構造物の重要度などを適切に評価して設定され
なけれぱならない。そこで、本論文では、港湾構造物の設計における主要な外カであ
る地震荷重、波浪荷重、風荷重の荷重係数を信頼性設計手法に基づいて、安全性指標
を用いる手法によって求め、提案した。次に、本論文では、構造物の最適安全性につ
いて考察している。21世紀に向けて我が国周辺においては、今後ますます海洋空間の
有効利用が促進され、各種の海洋施設の建設が進捗し、また、港湾施設もより大水深
海域に建設されていくものと思われる。施設の建設地点が大水深海域になり、また、
施設が大規模になることにより、構造物の破壊による損害はこれまで以上に甚大とな
なり、破壊した場合の復旧もこれまで以上に困難になることが予想される。しかしな
がら、構造物に対して高い安全性を確保し、構造物の破壊確率を小さくしようとすれ
ぱ、・それに伴い構造物の断面が大きくなり、建設費用の増大にっながり、建設プロジ



エクト自体の実現が困難となることもある。このように構造物の安全性と建設費用の
関係はトレードオフの関係にあるので、大水深海域に建設される港湾構造物および海
洋構造物の安全性の検討においては、これまで以上に、詳細な検討を行い、設計に用
いる適切な荷重レペルを決めることが必要になる。そのための方法として、耐用年数
中の構造物の破壊確率を計算し、構造物の初期建設費、維持費、構造物の破壊に伴っ
て生ずる復旧費などと、構造物の供用による開発効果、破壊または損傷による構造物
の機能停止または機能低下に伴う負の経済効果などとを計算し、その双方を考慮する
ことによって、耐用年数中に要する総費用が最小となる、あるいは便益と費用の差が
最 大 と な る よ う 構 造 物 を 設 計 す る 手 法 を 確 立 す る 必 要 が あ る 。
  本論文においては、以上示したことを研究の目標として、第1章では本研究の目的
と既存の研究のレビューを行っている。
  第2章では、構造物の安全性を照査する際に必要となる荷重の耐用年数中における
最大値の確率分布、およびその平均値、変動係数を明らかにすることが必要であるの
で、その計算法を提示した。また、港湾構造物を設計する際に支配的な外カである地
震荷重、波浪荷重、風荷重について、我が国で取得されたデ一夕に基づいて、耐用年
数中における最大荷重の平均値および変動係数の計算結果を示し、考察を行った。耐
用年数中の最大荷重の変動係数については、地域的な差異がみられたことから地域特
性を考慮して検討する必要性を示した。
  第3章では、このようにして得らた耐用年数中の最大荷重の平均値および変動係数
を用いて既設の港湾構造物の安全性指標を計算し、これに基づいて目標とする安全性
指標を設定し、港湾構造物の限界状態設計法における地震荷重、波浪荷重、風荷重の
荷重係数を提案した。これらの数値は、コンクリート標準示方書で提案されている数
値とおおむね同一であったが、一部にやや大きいものがあることを明らかにした。
  第4章では、港湾の係留施設の安全性を破壊確率によって評価するための数値シュ
ミレーション手法について述べた。本論文では単杭による接岸ドルフィンを検討の対
象として取り上げ、耐用年数中の船舶の接岸荷重および係留中の荷重に対して、荷重
の繰り返し作用による単杭構造物の変位復元力特性の履歴特性を考慮し破壊確率を計
算する手法を提案した。また、構造物の使用限界状態および疲労限界状態に関する検
討を行なうため、最大変位、残留変位および累積疲労損傷度の計算手法を提案した。
  第5章では、構造物の建設に係わる構造物の初期建設費、維持費、構造物の破壊に
伴って生ずる復旧費などの費用および構造物の供用による開発効果、破壊による損失
などの便益を勘案し、合理的な構造断面を設計する方法について提案した。この手法
を用いて、原油夕ンカーバースおよび製品出入荷バースにおける接岸速度の設計値に
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